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財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備 に関するお知らせ 

当社は、令和２年６月29日付で、開示すべき重要な不備を記載する内部統制報告書を関東財務局長に提出

しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

記 

１．開示すべき重要な不備の概要 

当社は、平成26年３月期から平成30年３月期の決算に係る会計処理において、回収不能な長期貸付金

（12億円）の回収を装った不正経理および当該回収に関連した不可解な取引並びに使途不明金発生の可

能性があるとの指摘を主務官庁より受け、調査の必要性があると判断し、令和２年３月10日、当社と利

害関係を有しない外部の専門家から構成される第三者委員会を設置し、専門的かつ客観的な調査を進め

て参りました。 

令和２年４月30日に第三者委員会から調査報告書を受領し、平成27年３月から令和元年10月にかけて

役務提供の実態を伴わない広告宣伝費名目で当社より支出された資金（約18億円）が、破産更生債権

（長期貸付金、12億円）の回収に偽装され還流していたこと、また、当該資金の残額（約６億円）は顧

客の資金である顧客からの預り証拠金口座に入金されていたが、それに先立ち、顧客からの預り証拠金

が当社の固定化営業債権（委託者未収入金）の回収偽装のために流用されていたことが判明し、当該入

金はその補填のためであったとの報告を受けました。 

当社は、報告内容を検討の結果、役務提供の実態がない広告宣伝費の取消し、顧客からの預り証拠金

を用いた固定化営業債権（委託者未収入金）の回収偽装の取消しおよび前述の広告宣伝費名目で支出さ

れた資金を用いた破産更生債権（長期貸付金）の回収偽装と預り証拠金の補填処理の取消しを行うため、

平成27年３月期から平成31年３月期の有価証券報告書、並びに平成30年３月期の第１四半期から令和２

年３月期の第３四半期までの四半期報告書についての決算訂正を行い、令和２年５月１日に訂正報告書

を提出いたしました。 

当社といたしましては、第三者委員会から報告された調査結果に基づき、第三者委員会の調査と並行

して進めていた内部調査の結果を踏まえて、令和２年５月１日付で組織改革等を含む改善措置を発表い

たしました。本件の原因は、当社経営陣のコンプライアンス意識の欠如と、内部統制およびコーポレー

ト・ガバナンスの機能不全等、全社的な内部統制が必ずしも十分に機能していなかったことにあると認

識しております。 

当社は第三者委員会からの指摘も踏まえ、これらの内部統制の不備が、財務報告に重要な影響を及ぼ

すこととなり、開示すべき重要な不備に該当すると判断しました。 

 

２．事業年度末に是正できなかった理由 

上記事実は当事業年度末日(令和２年３月31日)より後に発覚したため、当該不備を当事業年度末日ま

でに是正することが出来ませんでした。 



 

 

 

３．開示すべき重要な不備の是正方針 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、開示すべき重要な不備を是正するために、

第三者委員会の指摘・提言を踏まえ、コーポレート・ガバナンス体制の強化、内部管理体制の強化、監

査役による経営監視の強化、経理及び会計処理のチェック体制の強化を再発防止の改善措置とし、実効

性のある内部統制を図ってまいります。 

 

４．財務諸表等に与える影響 

内部統制報告書に記載のとおり、当社の全社的な内部統制及び決算財務報告プロセスには開示すべき

重要な不備が存在していますが、当社は第三者委員会による調査を実施し、その結果、修正が必要な事

項はすべて財務諸表に反映しており、財務諸表監査に及ぼす影響はありません。 

 

５．財務諸表の監査報告における監査意見 

令和２年６月29日付にて、無限定適性意見をいただいております。 

 

以 上 


